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ふれあい情報 
 
2015年 7月 18日（土） 第２１２号 

安
倍
政
権
の
暴
走
許
さ
ず
、
平
和
日
本
を
守
ろ
う 

「安保関連 11 法案」廃案に向け緊急行動 

民主党・連合・退職者連合が力強く連携 

雨
の
中
、
六
○
○
名
結
集
。
退
職
者
連
合
も
一
六
名
参
加 

7月 16日 

「
憲
法
違
反
の
集
団
的
自
衛

権
の
行
使
容
認
反
対
」「
戦
争

法
案
反
対
」
を
訴
え
る
労
働

者
や
市
民
、
学
生
な
ど
で
騒

然
と
す
る
国
会
前
に
連
合
、

民
主
党
、
退
職
者
連
合
の
参

加
者
六
○
○
名
が
集
合
。 

午
後
二
時
過
ぎ
、
自
公
な

ど
が
法
案
採
決
の
動
き
を
見

せ
る
中
、
民
主
党
は
、
本
会

議
の
討
論
で
反
対
の
意
見
を

述
べ
、
最
後
ま
で
反
対
の
意

思
を
明
ら
か
に
し
つ
つ
、
議

場
か
ら
全
員
退
席
し
て
採
決

を
拒
否
。 

衆
議
院
本
会
議
場
か
ら
た

だ
ち
に
国
会
前
に
か
け
つ
け

て
き
た
民
主
党
の
岡
田
克
也

代
表
と
枝
野
幸
男
幹
事
長
が
、

数
の
横
暴
に
抗
議
の
意
思
を

明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
廃

案
に
向
け
、
参
議
院
に
お
い
て

闘
う
決
意
を
表
明
し
ま
し
た
。

こ
れ
を
受
け
て
連
合
の
古
賀

伸
明
会
長
も
民
主
党
と
連
携

し
て
闘
い
抜
く
こ
と
を
明
ら

か
に
し
ま
し
た
。 

退
職
者
連
合
も
、
緊
急
の
取

り
組
み
に
も
か
か
わ
ら
ず
一

六
名
が
参
加
し
て
、「
安
倍
の

暴
走
許
さ
ず
」
と
の
意
思
を
表

明
。
行
動
の
最
後
に
、
参
加
者

全
員
で
衆
議
院
に
向
け
て
怒

り
の
コ
ブ
シ
を
あ
げ
、
廃
案
に

向
け
、
参
議
院
で
闘
う
こ
と
を

誓
い
合
い
ま
し
た
。 

 

七
月
一
六
日
、
自
公
な
ど
に
よ
る
衆
議
院
本
会
議
で

の
安
保
関
連
法
案
の
可
決
の
動
き
に
対
し
、
民
主
党
と

連
合
は
、
同
日
午
後
二
時
す
ぎ
か
国
会
前
に
集
合
し
、

廃
案
に
向
け
て
緊
急
行
動
を
取
り
組
み
ま
し
た
。
退
職

者
連
合
も
要
請
に
応
え
、
阿
部
保
吉
会
長
を
先
頭
に
一

六
名
が
参
加
し
ま
し
た
。 

国会前を埋めた緊急行動参加者。新しいのぼり旗を手に退職者連合の参加者も怒りの声をあげた。（7月16日） 

http://tr.jtuc-rengo/
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鳥
取
高
退
連
の
取
り
組
み
の
中
か
ら
見
え
て

く
る
も
の
は
、
退
職
者
連
合
が
め
ざ
す
地
域
・
地

区
活
動
の
一
つ
の
姿
で
す
。 

人
生
九
○
年
時
代
を
向
か
え
、
元
気
な
高
齢
者

や
退
職
者
が
、
住
み
慣
れ
た
地
域
で
集
う
意
義
に

は
三
つ
あ
り
ま
す
。 

第
一
は
、
趣
味
や
ス
ポ
ー
ツ
の
交
流
・
親
睦
な

ど
余
暇
活
動
を
通
し
た
「
文
化
的
で
健
康
的
な
暮

ら
し
」
の
充
実
で
す
。
第
二
は
、
生
涯
現
役
と
し

て
「
社
会
に
役
立
ち
た
い
」
と
の
思
い
を
実
現
す

る
こ
と
で
す
。
身
近
な
場
所
で
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

活
動
は
、
社
会
貢
献
と
し
て
「
生
き
が
い
づ
く
り
」

と
な
っ
て
い
ま
す
。
し
か
も
こ
う
し
た
活
動
は
、

生
活
し
て
い
る
地
域
（
地
元
）
で
生
涯
に
わ
た
っ

て
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
＝
地
域

づ
く
り
」
に
も
つ
な
が
っ
て
い
き
ま
す
。
第
三
に

は
、
医
療
や
介
護
、
ま
ち
づ
く
り
な
ど
地
方
行
政

に
高
齢
者
や
退
職
者
の
声
を
積
極
的
に
意
見
反

映
さ
せ
て
い
る
こ
と
で
す
。
そ
の
た
め
の
学
習
会

を
し
っ
か
り
開
く
こ
と
も
大
切
で
す
。 

こ
う
し
た
意
義
を
退
職
者
連
合
で
は
、「
生
き

が
い
づ
く
り
」「
健
康
寿
命
づ
く
り
」「
仲
間
づ
く

り
」「
地
域
づ
く
り
」
＝
「
四
つ
の
お
達
者
づ
く

り
」
と
呼
ん
で
い
ま
す
。 

 

退職者連合 

2015年度運動方針（案）、社会保障制度など政策・制度要求（案）で意見交換 

全国組織代表者会議を開く 
 退職者連合は、定期総会開催前日の 7月14日

（火）午後 1時 30分から、連合本部で全国組織代

表者会議を開きました。会議には、役員、産別・関

連退連代表、地方退連代表など 90 名が出席。連

合からは神津里季生事務局長が臨席してあいさ

つ、また担当局の倉永誠史局長、林俊孝部長が

出席しました。意見交換をした主な内容は、1点目

が 2015 年度の運動方針（原案）や社会保障制度

など政策・制度要求（原案）に対して傘下組織から

寄せられた意見・要望の取り扱いについて、2 点

目は組織拡大・強化についてです。また学習会で

は、弁護士の新里宏二氏から「カジノ推進法案の

問題点」と「今なぜ、公正な税制を求めるのか」を

テーマにしてご講演をいただきました 代表者会議では、自治体要請に向けて真剣なやり取りが行なわれた。 

初めての定期総会前の開催 
 

組織代表者会議は、毎年9月に開

かれる全国高齢者集会の翌日に開

催されていたもので、定期総会前日

の開催は、今回が初めて。開催日を

変更したねらいは、定期総会で決定

された政策・制度要求を基にした自

治体要請行動をより効果的にする

ためです。従来の展開では、地方議

会開催に間に合わなかったり、地方

連合会との事前の調整ができなか

ったりして「時間的な余裕がない」

との指摘を地方退連から受けてい

たもの。あいさつの中で阿部会長は

「これによって事前に十分な意思

統一をはかり、総会後、直ちに全国

で要請行動に入れることになる」と

述べました。 

 

カジノ反対と公平な税制 

求めて新里弁護士が講演 

 

学習会で講演した新里弁護士は、

元日本弁護士連合会（日弁連）副会

長。冒頭、菅井義夫事務局長が新里

職者連合も運動方針で「カジ

ノ推進法案反対」を明らかに

しています。 

 一方、公正な税制を求める

取り組みについて新里弁護士

は「貧困と格差の拡大を是正

するため、不公平な税制を見

直し、必要な税収を確保しつ

つ、社会保障制度を充実させ

なければならない」と話しま

した。 

弁護士について「日弁連の中で重要

な役割を果たしており、社会派弁護

士として消費者問題とくにクレサ

ラ高金利引き下げや悪質商法追放、

多重債務対策などの運動に取り組

んできた」と紹介。「社会的に共感

を得られる運動を取り組む上で、今

後、新里弁護士と連携・協力してい

ければ、ありがたい」と語りました。 

 

「特定複合施設区域の整備の推

進に関する法律案」。これが「カジ

ノ解禁推進法案」の正式名。2014

年 11 月の衆議院解散にともない廃

案になり、2015年4月28日に通常

国会に再提出されました。新里弁護

士は講演の中でギャンブル依存症

の拡大、暴力団の介入、自殺・地域

共同体の崩壊、青少年の健全育成へ

の悪影響など、カジノの危険性を解

説。「カジノ資本が相手にするのは、

主に日本の個人資産 1600兆円、特

に高齢者の金融資産を食いつぶそ

うとしている。安倍政権は、それを

成長戦略だとしている。とんでもな

い」と怒りをこめて話しました。退 講演する新里弁護士 


